
会泊、
音崎

第 113巻第1号

島恭彦教校記念競

献 辞・ 木原

現代世界の労働者階級 . ... ... ...... 大橋

所得税制史にかんする一つの覚書ーーー 康 回

大蔵省預金部改革前後 ( 邑 本

マノレタス経済学と財政論・.... -斎藤

インフレーショ γ研究の課題・ー・・・・ 横尾

「向坂派」国家独占資本主義論の論理構造ーー坂井

正

隆

司

憲

邦

昭

ニューディーノレ期における政府金融機関の活動 青木圭

行政手段と公務労働 ー池上

島恭彦教授略歴・著作目録

昭和49年 1月

束郡穴事経浮毎号盲

ま住

憲

朗 31 

48 

1専 81 

夫 101 

夫 119 

介 139 

↑享 165 



(165) 165 

行政手段と公務労働

池上 惇

は じめに一一行政手段と生 産手段

軍事費，公共投資，人的能力開発支出，これらは，現代資本主義の財政支出

において，巾心的な役割をにないつつある。いわゆる「戦争国家」と「福祉国

家」の統体としての現代資本主義国家は，国民所得の2O~50%にお土ぷ租税

を国民から徴収し，その大半かこの三つの項目の下に支出しつつあり，この三

者に公債利子を加えれば，ほぼ歳出の全貌をつかみえるといって過言ではある

まい。(第 1表〉

これらの経費を把握するにあたって，従来の経費理論はしばしば「生産的」

経費か 1不生産的」経費か，の区別によって，その経済法則上の意味を確定

しようと試みてきた九本源的にはこれらの区別は，経済理論における生産的

1) ζこにいう生産的，不生産的という区別は，経済学が，資本と収入を区別し，資本に対する課
税を資本の生産力をうばい，長い国でみた税源を枯渇せしめるおそれがある，という見地からお
こなわれたものであるq 換言すれば，資本を「収入を生産するカ」としてとらえ，そD資本の生
産力D発展を妨げるという意味で固ま経費の膨眼目有害なるを説しというわけである， 1而も
租税の働凪される経済社会の認識に於ては，重量流は他り何れの思想家よりも進歩していたa 重
長派目見る人類の経済生活はディナミツクな再生産行程であった.従って租税の物的基礎とする
財産はここでは法偉的切搬を全f脱ぎすてて『資本.!l (avance)と云う純然たる経済観念にな
る.従ってモンテスキューの言う様に，もしも租税が財産の一部をたえず取去るのであれば，資
本の再生産は次第に縮少せざるを得ないと云う事を重農派は知っている，J(島恭彦「近世租税思
想史」有斐閣， 1938年， 282へージJつぎにみるように古典経済学者〈スミス〉もこれにつづい
て国家経費目不生産的性格に着目している。これらに対して， ドイツ歴史学派のF，リスト， L 
V ジュタイソ， A，ワグナーらのドイヅ財政芋の系譜は，国家活動の生産性を主張した。 リス
トはいう。「アダム スミスは，全悼からいえばこういう語力(リストのいう生産諸力 引用者〉
の性質をほとんど置L執しなかったので，法や秩序の維持，教育や宗教心，科学や控芸0育成等々
にたずさわる人々の精神的労働にはけっして生産性をみとめなかった。J(F. Lis止， D田 riationale
System der politischenοIkonomie， 1841， Vierte Aufl， herausgegeben von H. Waetig， 
sa明 .mlungsozialwissenschaftlicher Meister， Jena， 1922， S. 225，小林昇訳，経済学の国民
的体耳主岩波書百， 1970年， 201ベージ。

こD見解が典型的に示しているように，歴史学派による経費白生産性の主張は，実は，国家の
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労働と不生産的労働の区別に基礎をもつものとして考察されたといってよい。

例えは，アダム・スミスは，彼の財政理論において，軍事的支出〔国防〕を不

生産的なものとみなしているが，乙れは，寧事を専門とする人聞の消費活動が

何ら新しい富を社会にもたらしえないという確かな事実にもとづいていた九

このように，雇用された人間が，社会の富町 部分を消費す奇代りに，社会

に新しい物質的宮をもたらす場合，彼らの労働を生産的労働とよび，彼らの雇

第 1表合衆国における政府一般支出(1971咋〉

額 (100万ドル〉 パ ー セ ン ト
機 官自

聖 ~I 連邦|州|地方 著 寄|連邦|州|地方

紅: 言十 1 275吋附但21'77，642 100.0 1 1加 ~J 100.0 1 1ωo 

国防及国際関係 84，253 84，253 (正〉 (X) 30.6 50.5 (X) (X) 
宇宙開発左技術 3，691 3，691 (X) (X) 1.3 2.2 (X) くX)
郵 使 7，722 7，722 (X) (X) 2.8 4.6 (X) くX)
教 育 55，771 8，凹7 30，865 38，970 20.3 5.3 39.8 46.8 

道 路 16，746 4，927 13，483 5，426 6.1 3.0 17.4 65 

自然資源 11，469 9，032 2，223 583 4.2 5.4 29 0.7 

保 健・病院 13，587 4，850 5，355 5，010 4.9 2.9 6.9 6.0 

1吾 主吐 17，517 10.411 13，20fl 6，700 6.4 6.2 17.0 81 

住宅・都市再開発 3，189 2，660 120 2，116 1.2 1.6 。2 2.5 I 

空 港 2，065 1，178 225 791 0.8 0.7 0.3 1.0 

雇用保障 1，790 1，日85 767 2 0.7 10 1.0 (Z) 

公債利子 18，411 14，037 1，499 2，875 6.7 8.4 1.9 3.5 

そ の 他 38，807 13，599 9，900 20，743 14.1 8.1 12.8 24.9 

〈出所) U. S. Bureau of由 eCensus， Go乞en叩 wntalFinance田 1960-70

雇用する精神5苦闘者の生産性の主張であって，今日の研究水準からいうと公務労働の質が生産的
か，不生産的か， という論争であったといってよい。この限りでは，重農派や古典経済学の慣位
性は自明である@しかし，両者に共通D失点は，公務苦働だけでな<，行政手段そのものが，生
産力1準の発展を反映してつねに技術的にすぐれた諸力を移植せざるをえない， という問題につ
いて等し〈考察の手をのばしていない，というところにある。

2) I文明社会においては，兵士を維持するものは，兵士でないものの曹働のみであるから，前者
の数は，後者が維持すべき筈の彼等自身や行政，司法の侵入を各々その地位にふさわL<維持し
た上で，なおよ〈維持しうる数を超えることはできないoJA. Smith， An lnquiry into the 
Nature and Causes of the Wea:th of Nations， Edited E. Cannan， The Modern Litrr切でy，
New York， 193τp.657，大内兵衛訳，岩波書官， 1943年，第4分1Il， 15ページ。
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用のために支出された経費を生産的経費とよぶ。これに反して，雇用された人

間が，社会の富の一部分を消費しても社会の富を何ら増加させえない場合に，

彼らの労働を不生産的労働とよび，彼らの雇用のための支出を不生産的経費と

よぶ， とし、う区別は I政府によって雇用された人間」に着目するかぎりは，

一定の妥当性をもつことは否定できない。今日 Eも，兵員に給与を支払う場合

と，パン製造工場の労働者に給与を支払う場合とでは，その経済効果に差があ

るのは自明のことだからである。前者は富の浪費または単なる消費であるが，

後者は，富の消費によコて生産されたパン製造業労働者の労働能力が，新しい

パ Y を社会におくりだし社会に新しい物質的宮をもたらすであろうからである。

だが，古典経済学の資木蓄積論に対する以後の経済理論家たもの諸批判があ

きらかにしたように，スミスの結論は「雇用きれる労働者」のみに拡大再生産

や蓄積の「主たるにない手 lをみている.という点で決定的な弱点をもつもの

であったへいま，政府における雇用の問題からはなれて， 私的資本の領域に

問題を限定するとすれば，スミスの考えた拡大再生産は，雇用される労働者数

の増加によって，彼らが社会の富の一部分を消費しつつより多量の新たな生産

物を社会にもたらすという形において理解されていたのである。だがこれは，

マルクスも指摘するようにきわめて一面的な拡大再生産の理解であっての，拡

大再生産にあっては「雇用される労働者」だけではなしむしろ「生産手段，

すなわち，拶J戒や原材料」の追)J日が決定的な役割をはたすo

3) Iアダム スミヌがくならひFに彼につづ〈経済苧者たちが〉生産物の価格から資本の不変部分
を誤って除列しているのは，資本主義経済における蓄積，すなわち生産の拡大，剰余価値の賢本
への転化を，まちがョて理解していzこととむすびついている.アダム スミスはここでも，剰
余価値のうち蓄積されて資本に転化された部分は，生産治労働者によって全部消費される，すな
わち全部が賞金にあてられあものと考えて，不変資本を向かしたのである固しかし実際には，剰
余価直りうち蓄積される部分は，不変賢本〔生産手段，原料および補助材料〉プラス賃金に主出
される。J v. I.レ γ 「ロジアにお叶る資本主義の発展」大用書唐版，圭章第3巻.25ベ

ジ.

1) rリカードもその暁のすべての人々も『収入のうちから資本につけ加えられると言われ"部企
は生産的労働者によって消費される』というアダム y、ミスの誤りを日まねしていたのであるが，
これ以上に大きな誤りばないのであ石。J K. Marx. Das Kapital， Buch 1， MEHぺBd.23
Institut fur Marxismus-Len旧 ismusbeim ZK der SED， Dietz Ver1ag Berlin， 1962， S. 616 
大月書庖刊. r資本論」第1巻の 2，768ペ一三九
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しかも，機械や原材料の追加は，生産手段生産部門の新たな拡大をよびおこ

すし，それによって，社会の宮の増加は，生産手段という現物形態にあっては

消費手段の増加よりも急速に発展しうる。私的資本における生産的労働者の雇

用という領域から，今度は，政府四雇用という領域に目を転じるならば，政府

が雇用した兵員は，たしかに新しい富を生産する力はない。 Lかし，生産過程，

あるいは価値増殖の過程において生産手段の役割をみおとしたままの理論的な

基礎の上で，政府の経費り役割を論ずることは，あきらかに不十分さをまぬが

れないであろう。スミスが，宮を生産する労働と富を生産しない労働を区別し

たところまでほたしかに正しい。しかL.官主生産する労働の考察にあたって，

生産手段の役割を正当に評価しえなかったとするならば，富を生産しない労働

における「物的手段」の役割を考察しえなかったのは，むしろ当然であるとい

わなければならない。いま，かりに，行政権力の活動における物的手段と人的

要素を区別するとして，物的手段を F行政手段」と名づけるならば，行政権力

は，行政手段と公務員をにない手として，行政権を行使することになる。と乙

ろで，行政の経済的役割と機能をあきらかにするためには，公務員の問題だけ

を視野におくことはできない。行政手段の役割と機能をも問題にせざるをえな

い。兵員といえども，兵器な Lには軍事行動をおこなうどとは不可能であろう。

ここでは，生産手段の代りに 定の行政手段が必要なのであり，兵員は，兵器

という行政手段を用いて彼らの業務を実践するであろう。ここでは，たとえ，

彼らの労働が不生産的であろうと，彼らの行政手段は，兵器を製造するための

巨大な生産能力，機械装置と原材料を必要とするであろう。兵員の労働そ白も

りは，何ら新しい富を社会にもたらさないにもかかわらず，行政子段の追加は，

新しい生産手段を社会にもたらさずにはおかない。経費論はこの点、を無視Lて

ほ成立しえないことはあきらかである。行政手段の消費と生産に注目するかぎ

り，政府の財政支出が社会の富の増加と無関係であると断定する根拠は全〈な

い。行政手段の拡犬は，それが過度の資源不足をともなわないかぎり生産手段

生産部門の拡大を促進する。
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生産活動と行政活動の相互関係についての問題は，行政もまた生虚と同じく，

大規模な，技術的にすぐれた物的な行政手段による大量のく不生産的な〉労働者

を雇用し，そのために，場合巳よれば，生産におけるよ bも行政における方が，

すすんだ技術とすすんだ管理の体系を生みおとすことがある， という ζ とであ

った。これは，同じく不生産的労働であるといョても，家族内の家事に関する

労働などとは，全くちがう点であり，徴税や，軍事中，警察，さらには郵便，

交通などに関する労働はきわめて社会的で，住民と性民を公務員が媒介しつつ

しかも，大規模な物的な行政手設を用いて協業と分業をおこなうという性格を

もっている。

この点に着目して，マノレク λは，経済学批判序説のなかで I生産。生産手

段と生産諸関係。生産諸関係と交易諸関係。生産諸関係と交易諸関係とにたい

する国家および意識の諸形態の関係。法律諸関係。家族諸関係。J という小節

をもうけ，その冒頭でつぎのように述べていた。

「戦争は，平和よりも，はや〈発達せしめられる。戦争によって1かつ軍隊等

々の内部で賃労働，機械体系などのような一定の経済的諸関係が.フツレジョア

社会の内部におけるよりも，いかに早〈発展せしめられるかの様式が， [説明

されるべきである。〕生産力と交易諸関係との関係もまた， 軍隊においてはこ

とに明らかであると。」坊とo

ここでは，行政権力における行政手段と公務"IJ働者の関係が，民間における

生産手段と労働者の関係に先行してそれを先どりするという問題が明確に指摘

されている。したがって，行政手段と公務労働者の関係の発展が，全社会的な

規模での経済活動にとョ℃いかなる意味をもつかが当然に問われるべきであろ

フ。

例えぽ，兵器の進歩主，それにともなう兵員の管理の新しいシステムは，私

的資率の領域よりもすすんだ管理形式を生みだすことができる。また，生産手

5) K. Maτx. Zur Kritik der politischen Ok田 omie.Erstes Heft， Volks血 sgabe，M四kau.
1934， S. 24日5，宮川実訳「経済学批判」青木書居眠 1951年， 324ペ人なお， Marx an En 
gels， 7， luli 1866， MEW. Buch..31， Briefe， S. 232 を参照.
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段の発展が戦争によって促進されることもありうる。

λ ミλの経費論におけるニり不十分性を克服して，これを財政理論のなかに

組み入れる努力は，しかしながら，以後の財政学り発展史りなかではほとんど

みられなかヮたといってよい。一方では，軍事生産の「浪費性」だけを一方的

に強調する見解は， 1950年代の軍事経済論の論調のなかに根づよぐ白こって来

たし，他方では，A ミスの生産的経費と不生産的経費の区別そのも Cを否定し

ようとし.さらには，私的資本の資本蓄積E政府部門との聞には木質的差異は

存在しないとする立場ペ あるいは， 公共財の範囲の決定は，国民の投票過程，

選択の問題にすぎない，とする見解が発展してきた。

小論では，一方では，生産的経費と不生産的経費の区別を雇用労働者の問題

に限定しながら，他方では，生産手段と行政手段の追加が，生産手段生産部門

の発展を惹きおこすという側面から政府による資本蓄積促進の役割に注目して

ゆきたい。このことによって従来の財政理論では取り扱いえなかった問題，例

え，lo'，兵器の調達問題，などが財政理論の首尾一貫した体系のなかで位置づけ

られ，官僚制論や公務労働論が行政手段との関連で展開しうることになるであ

ろう。

I 行政権力にるける「経営体」的な管理

兵器という形における行政手段と，兵員という形における公務員とのくみあ

わせは，政府の活動全般について一般化すれば，各種の行政子段と各種の公務

員との関係である。行政権力が何らかの計画性をもって行政を執行するかぎり，

行政手段k公務員のくみあわせは一種の「経営体」的な管理の形式をもたざる

をえない。だが，行政権力の表われとしての政府は私的資木ではない。政府の

白的は行政にあるロ行政は，私的資本のように，資本を投下し，回収して利潤

を獲得することが目的なのではなく，近代国家にあっては「営業の自由!の形

6) このような立場からの経費論の最初のあらわれは G.Colm， Volk宮umscl.叫~ftliche Th町内8

der Staatsausgaben， 1927である。池上惇，政府部門の理論的考察 コルム理論を中心に
一一， H同， I撞済論叢」第88巻第2号，および3号(1961年8用および9月L



行政手段と公務労働 (171) 171 

式的な保障によって，利潤獲得のための条件をつくることが目的である。した

がって，政府における資金の活用の形式は貨幣を投じ，利潤を得て回収する，

というよりは，租税を徴収し，それを一方的に支出し℃しまうとしづ形式をと

ることが本来的であった。乙のかぎりにおいては，家計支出において掃除機を

購入し，使用人をして清掃させるとしづ形での「家庭経営」と同じく，政府も，

清掃車を購入し，清掃労働者をして労働せしめるという形でり「経営」をおこ

なうにすぎない。

しかし，資本主義社会における技術の進歩は，当然の結果として政府の使用

する行政手段をも変羊し，場合によっては，私的資本が主だ利用で雪ない土う

な高度な技術を使用するであろう。軍事技術の場合はとくにそうであろうし.

技術の羊新性は，人員の管理における新しい形態をともなうであろう。

統計上からみると，政府部門における固定資本の形成，投資的経費と消費的

経費の区別の必要位等々は，普

通，経費の技術的構成とよばれ

ているものをいちじるしく高度

化し，そのことによって，政府

雇用の不生産性にもかかわらず，

生産手段の生産部門における行

政手段関連部分の急激な発展と，

近代的な行政管理の手法主生み

だすに至る。〔第Z表〕

島恭彦氏は，経費の技術的構

成の問題をはじめて経費論に導

入されたが，教授は先のマノレグ

λ の見解を引用してから，つぎ

のように指摘きれている。

「私たちが注烹しなければな

第2表合衆国連邦・川・地方政府
における資本的支出 (1970年)

機 官包 1((金00:方ト額γ)1構成【%)比

国防及び国際関係 14，027 29.5 

宇宙開発 65 0.1 

教 育 7，630 16.0 

道 路 10，771 22.8 

自然資源 2，480 5.2 

保健・病院 956 2.0 

下水施設 1，385 2.9 

地方公園レクりエーシ ;Y 685 1.4 

住宅・都市再開発 2，172 4.6 

空 港 925 2.0 

水 運 543 1.6 

地方公営企業 2，437 5.1 

そ の 他 3，445 7.3 

合 E十 47，519 100 

(出所) Statistical Abstract of the U.丘， 1972，
p. 411より計草。
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らないことは，第一に資本主義的な生産関係，生産諸力が，権力機構の内部へ

うつし替えられること，一一これが権カ機構をも形式的には「経営体」という

視点から分析できる乙との根拠である一一，第二に権力機構の内部へ転位せら

れた生産諸力は，フツレジ冨ア社会の生産力に先行することもあること 乙れ

は権力対プノレジ .7社会田関係だけでなく，ブルジ a ア社会内部の，軍事権力

に依存せる軍事工業とその他の諸産業との問の不均等発展の関係でもある一一

マルク λ の指摘したような点は，軍隊のみではなく，官僚機構全体にある程

度みられることである。政府『経営体」は，経済の発展段階に応じて，労働力

と機械(物財〉との特定のくみ合わせをもって，活動している。 それが『経営

体』の活動をささえる経費の構成にあらわれてくる。J"

この指摘は前節で述べた経費の生産性と不生産性についての経済理論上の到

達点在前提とした上で理解するならば，経費論の展開にとって決定的に重要な

視角を確立しているといえるであろう。小論ではこの指摘を指針としながら，

先に述べた雇用問題との関連を重視しつつ経費と資本蓄積の関連についての領

域に踏み込んでみたい。

政府における雇用問題との関連でみるならば，経費の技術的構成の高度化は，

資本主義的生産力の権力機構への移植であり，公務員が，技術発展の「従属変

数」としてたえず編成替えされてゆくことを恵味Fるであろう。己の過程にお

いては，コ Y ピュ タ の行政への導入過程が典型的に示Lているように，公

務労働は，単純化された，機械的な業務，記帳と照合といった業務と，住民と

の接触の多い，現場における行政サーピユのための労働へとますます分化する

傾向をもつようになる。 ζのことは，公務員の労働者化を促進L.私的資本の

もとにおけると同様，きびしい実績主義と勤務評定の導入の基盤をあたえるこ

とになろう。

他方，例えば軍事技術の発展が典型的に示じているように，行政手段の変苧

乃 島恭彦「財政学慨論」岩被書眉， 1963年， 63ベージ。
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が産業構造の再編成を主導し，生産手段生産とくに，原子力やエレクトロニク

只の分野で急速な進歩が実現されればそれにJ¥¥¥fc;して，労働者の労働条件と

生活条件に一大変動がおこることはさけることができない。 i労働者階級が資

本蓄積の従属変数」であるとするならば，産業の再編成が労働者，さらにはそ

の予備軍と Lての農民，家庭婦人，学生等々にあたえる影響は，再編成が急速

であればあるほど，それだけますます急速に伝るであろうJ

政府雇用と，私的資本にお行る雇用との両面にわたるこの変動は，現代の資

本主義国財政において~、かなる形の財政支出を必要とし，かつ，いかなる形で

の行政管理，財政管理の形式を発展させるであろうか? 急激な産業再編成は，

とくに巨大企業における固定設憶の償却問題や産業再編成問題をFロ ズ・ア

ップし，工場再配置のための?産業基盤整備とそのための財政支出を急増させる

であろう。また，労働者の雇用条件の変化は，労働移動，再訓練， ともばたら

き等々に照応した新しい労働力政策とそのための財政支出を必要とするであろ

う。さらに，企業と労働者のあり方の変化は，課税の形式等々にも反作用をお

よぼし，財政制度全体にかかわる問題を惹きおこすこととなろう。これらの新

しい諸課題にこたえうる経費の理論がいま，必要とされているのである。

II 事業別予算における「授権」制度

予算制度全体の最近における改草のうごきは，一方における経費の「効率」

の問題， と〈に，経費の技術的構成の高度化とかかわった費用ー効果分析の導

入と，他方における|出資金」または「補助金」の形式をとる財政支出の増大

の問題に集約されよう。

現企，世界的にみて，行政手段の変草が軍事技術ιの関連においてもっとも

急速に進行している国一一合衆国一ーにおいて，第二次大戦後における予算制

度の改羊を主導したのはフ λ一委員会の三度にわたる勧告であった。

フーパー委員会の第一次の勧告は， iわれわれは連邦政府の予算に対する考

え方を完全に改めて，機能 (function)， 事業 (activ出国:)， 計画 (proj叫 s)に基
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づく予算を採用すべきことを勧告する。 これを『事業別予算11 (performance 

budget)と名dける」めと述べ， さらに，第二次勧告において「管理目的のため，

コストに基づく予算運用が機関内の資金割当の決定に用いらるべきであり，こ

のような予算は実施に関する定期的報告によって補整せらるべきこと」めを主張

している。

コλ トにもとづき，予算事行者がつねに，費用主最小にし，行政効果を最大

にするという角度から管理され，勤務評定，実績評価をうけるというこの制度

は，当然の帰結と Lて，通常行政効果を大きくし，コストり節約をもたらすと

考えられている資本的支出の増大を評価L，資本的支出を経常酌支出と区別す

ることを予算制度に対して要求し，きらに，資本的支出は，通常単年度の支出

にとどま担えず，行政効果の測定もまた，長期にわたるという角度から特別の

とりあっかいを要求してくることとならざるをえない。

アーパー委員会の勧告の第二は I資本的支出」の分離の問題について，つ

ぎのように述べている。

「現在，連邦の予算及び会計制度は，経常的支出 (currentex:penditure)と資

本的支出 (capitaloutlays)とを混同しているために. 絶えざる混乱を来してい

る。この二種類の支出は，本質的にその性格を異にするものであり，従って，

予算書においては，夫々主たる機能及至事業別に別個に計上せられるべきもの

である。このことは，事業別予算の重要な特色である。」叫

1970年度における合衆国の資本的支出と経常的支出，補助金などの大いさは

第 3表に示す通りであるが，このように政府部門における資本の形成と運用が

明確に把握されたことは，政府部門を「企業的」あるいは「経営体的」なもの

として管理し，運用するという傾向を決定的なものとした。資本的支出のある

かぎり，政府部門においても民間と同様に，投資の効率を測定し，公務員と行

8) 第一次フーパー委員会勧告，第1，大蔵省主計局法規課「アメリカにおけるハ フオ マンス

予算制度J217へージ。

9) 第三次フバ委員会勧告，第丸岡ム 274ベージ。
10) 第一次フーベー委員会勧告，向上， 225ベ ;/0 
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第 3表合衆国連邦・州・地方政府の佳質目的別直接支出
(l97C年)(100万ドノレ〉

直接支出 |政府合計(連 邦|引地方| 1['[ |地 方

経常操作 197，020 99，1口5 97，915 30，971 66，9岨

資 本 的 支 出 47，519 17，869 29.650 13，295 16，355 

建 設 28，402 4，150 24，252 11，185 13，067 

設 備 15，893 13，125 2，768 870 1，898 

土地，構造物 3，225 594 2，631 1，240 1，391 

援助と補助金 20，764 12，674 8，090 4.387 3，703 

公債利子 19，160 14，037 5，123 1，499 3，624 

保険支払及び償還 48，521 41，248 7，273 6，010 1，263 

計 I 332，蜘 I(話器~ I川町|〔2121a1 9(1133883〉7 

(出所) U. S. Bureau of the Census， Go也'ernmentalFina旭町田 1969-70，
品atuticalAbslract of the U.丘.1972. p. 412 

政手段との組みあわせから，一定の行政の効果と，その〈みあわせを「基準」

とした業績評価をおこなえるF らである。

このような根本的な点での「発想の転換」の結果として，費用ー効果分析の

財政制度への導入過程は，予算制度の性格を根本的に変化させた。とくに合衆

国においては，議会における予算案の承認そのものが，行政機関に対する「授

権額」または「債務負担権限」の承認を意味するものとなり，議会は予算案の

承認において行政部門に対する一種の「出資額」とその配分を決定するように

なった。 各行政機関は， この「出資額」をもとに， 最小の費用で最大の行政

効果をあげうるように行政手段と公務員を動員するはずである。現実の支出額

(outlays)は，こり授権額 (authorit回〕とは当然にちがった大いさとなろう。

この改革によって，議会は，単にある行政部門への支出をきめ，その使途が

議会のきめた通りかどうかを監督するという古典的な財政民主主義の立場をか

え r出資金の運用を費用ー効果分析の立場から監督する出資者」として目立

場に転換したのである。

日本においてはまだ，このような制度は採用きれていないが，事実上，一般

会計予算の大半は，出資金，補助金であり， (一般会計予算りうち他会計への繰入
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れが50%，補助委託費 30%が:1970竿度にみられる〕宮本憲一教授がかつて指摘され

たように「財政投融資の一般会計化現象」が普遍的にみられるのである。同教

授によれば

「国や地方の一般会計の財政支出において，戦争直後の価格差補給金，輸出

入補給金，そして現在の農業補助金，中小企業育成費などを内容とする産業経

済費および公共事業費などは，財政投融資計画と同一機能をはたしているとい

ってよい。とりわけ，さいきん.中小企業，農業対策，社会政策，そして公共

事業などが 般会計から特別会計へ，そしてその主体を公固化して財政投融資

計画へ移転する傾向がつよまっている。これを『財政投融資の一般会計化現

象』とよぷとすれば，このような時期には財政投融資計画は一般会計全体と関

連づけてみる必要があるの」叫と。

したがって， 日本においては，一般会計からの出資という形をとって財政投

融資計画との有機的連関のもとに行政をおこなうという形式をとりつつ，やは

り，財政支出を「出資金」の形式でおこなう傾向は拡大しつつあるといえるで

あろう。また，合衆国にせよ，日本にせよ，地方公共団体に対する補助金は年

々増大の傾向を示していることも注目してよい。

経費の技術的構成の高度化と結びついたかかる財政支出の性格の変化は「経

営体」的な政府の発展にとってどのような意味をもつのであろうか?

11 I経営 l危機と租税「支毘」関係

すでに述べたように政府は，私的資本とは本質的に異なる行政権力であるか

ら，その「経営体的」活動.:lc，租税とその一方的支出を特徴とし，元本の投資，

利潤とJ乙本の回収という形式を典型とする私的資本の運動形式とは，本質的な

区別をもっているーにもかかわらず，予算制度において「授権」や「出資Jの

形態が導入されることは，形式上，独立採算的な公社，公団，金庫，公庫，特

11) 島恭彦，官本憲一「財政投融資の機構ム鈴木，新庄，高橋，林編「金融財政講即第3巻，
有寝間， 1961年， 11ベーえ
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殊銀行など，主として政府出資の法人といわれるものが行政主体となり， この

傾向がつよまってゆくことを示しτいる。元来は，独ムLの事業主体ではなし

租税を一方的に支出するにすぎないはずのも心が，あたかも独立の事業主体の

ごとくにふるまうとしたならば，実体と形式のあいだにはあきらかに矛盾があ

る。この矛盾は，政府の一行政分野がたとえ「独立の事業主体」としての形式

をとっτも I採算性』は保障しえず I経営は危機」主なり，しばしば赤字

に転落しうるととを意味じている。

同じこ止は，つぎのように表現してもよい。政府の行政は， もともと私的資

本の採算にのらない分野におけるサーピエを中心とするから， もし，採算にの

るようになったら，それは政府の支配下よりは，民間にゆずりわたされる，と

いうのが〈特別自財政上の理由のないかぎり〉一般的な傾向であるロ (第二次大戦後

における各国り固有解除はその典型)したがって，私的資本の運動の場における平

均的な利潤は政府の事業体においては獲得できないのがふつうである， と。

したがって，政府の事業体の経営危機は，一方では，政府の資金調達能力の

本来的な分野である租税を追加的に徴収するとともに他方では，政府が私的

資本の支配的な貨幣を取り扱う市場から，私的資本と同じ条件で資金を借り入

れて〈る， という二つの方法によってしか克服の方向が直接にはみいだせない。

この三つの方法にかわりうるのは， 政府における事業主体の経営「合理化J，

新技術の導入と人員の整理しかないが，これは，もともと，事業主体となれば，

本来，実行されている性質のものである。民間と同じく政府部門においても行

政手段と公務員の「節約」が推進されると前提すれば，追加的徴税と公的債務

の膨脹の傾向は不可避的となろう。こり事実は，租税を単なる支出としてとり

あっかわずに「出資」としてとりあっかうことによっても，財政上の赤字の発

生の傾向はさけるととができず， ただ， その表現の形式が， 一般会計予算に

おける赤字としてだけではなく，政府出資会社や特別会計における「経営の危

機]という形態をとってあらわれるにすぎないともいいうるのである。

だが，財政上の赤字が事業別予算における政府出資会社の経営上の危機また
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は赤字という形をとってあらわれることは，単に， 般会計からの追加的出資

や，一般会計における公的債務の増大を意味するだけではない。もっとも注目

すべきょとは，政府出資会社自体が，行政サーピλ の価格を上昇させるという

形式(公共料金〕をとって， 住民から「追加的徴税」をおこない， あるいは，

「受益者負担金」の形式において，住民からも行政側の事業主体への出費をも

とめ，さらには，自治体など団体へ心補助金支出にあたって，団体側に補助金

主同領，あるいは一倍程度の支附を義務っさけるこ正によ勺て間体に上る「追加

的徴税」を要求して〈る等々の問題が発生することである問。 しかも，公共料

金の引上げ，受益者負担金の徴収，あるいは，国庫補助金のウラガネの準備等

々が，一般会計等からの出資の「条件」とされることも決して稀ではない。例

えl:f，固有鉄道の赤字経営を解消すると称して一般会計から公共企業体に出資

をする場合に運賃値上げを条件として再建計画主立案するとか，地域社会にプ

ール等をつくる場合に，地元の寄附金を一定あつめることを条件として補助金

を支出したり，特別の事業主体をつくってそれに出資をしたりする例ははなは

だ多い。自治体に対する補助金では，合衆国でも「マッチユノグ」とよばれる戸

ステムがあり，国庫支出金①に対して，自治体が

②の割合で資金を準備するのお普通である。(第4

表)乙のため， 自治体は税制の改革や，追加的徴

税の手段を考慮せざるをえなくなる場合が多い。

このように，政府の山資が，政府山資会社や自治

体 0) r経営危機」を口実あるいは，きっかけとし

て住民から追加的支出を引きだすことは，政府出

資金としての租税が，住民や自治体の租税を直接

に引きだし，支配する関係をつ〈りだす。この関

係を国庫からおこなわれる追加的徴税と区別して，

第4表州・地方政府への

連邦援助

(使途明示椅助金及び歳入
付加分) (100万ドル〉

1965 

1967 

196B 

1969 

1970 

1971 

10，906 

15，240 

18，599 
20，255 

24，015 

29，844 

1972 39，080 
〔田仁〉

〔出所) StatisticaL Ahstract， 
1972， p. 413 

12) 成瀬竜夫，財政危濃と曹働力管理機構¢発展ー←ニューディーノレ失業救済政策の考察[1[一一，
「経世論議J第110巻第6号，および同，公共投資と社会保障制度改草，周よ(2)，r経済論議」第
111巻第3号，を毒照。
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「租税による租税支配」と名づけよう。

資本主義社会における資本の価値増殖過程は，よ〈知られているよう lに剰余

価値の生産と，剰余価値の資本への転化をよびおこすが，剰余価値の資本への

転化は3 資本に転化された剰余価値が，再び剰余価値を生む，という関係をつ

くりだした。これは，資本による他人の不払労働の支配関係が，たえず拡大再

生産されてゆく過程であった。いま，ここで問題となっているのは，剰余価値

生産りための条件をつくる行政手段と公務労働者を租税によって支記する過程

が，追加的租税を支配ナる過程であり，住民田家計から徴収された租税が，再

び，より拡大された規模で，住民の家引を支配しうる力を発揮してゆく， とい

うことである。このことは，住民がより拡大された規模で行政権力に家引を支

配されてゆき，家計が行政権力の刑属物に転化させられてゆ〈 ζ とを示すであ

ろう。家計は，一方では，中央集権的な行政権力に重課を支払い，この重課が，

他方では，住民への行政サーピスの給付と引きか去に「政府からの出資金によ

る追加的住民負担分の拡大」をよびおこすなかでまたまた大きな負担をせおう

ことになる。

元来，所得税の発展にともなう大衆課税化の傾向は，徴税機構の発展によっ

て行政権力の強化を通じて住民家計を社会的に結びつけるものであった。徴税

は，住民の家計から零細資金を強制j的に動員する ζ とを通じて，彼らの家計を

税務署の簿記，記帳，統計，徴収行為等によって社会的に結びつけ，住民を社

会的に結びつけることを通じて，権力の経済的基礎を著し〈つよめることがで

きた。これは，剰余価値の生産の力が，民間の資本にあっては，労働者の生産

における諸能力を社会的に結合することによって著しくつよめられたことと対

比する ιとが Eきょう。一方は，家計の社会的結合によって権力の経済的基盤

をつよめ，他方は，労働能力の社会的結合によって剰余価値叩生産能力を格段

に高めたのである。

ところが i出資金J i補助金」としてり租税の運用が明瞭に示しつつある

ことは，交通，教育，福祉，医療等々の行政+ーピスを住民に提供するにあた



I朗(180) 第 113巻第1号

って，追加的徴税，あるいは，負担の増加を実行するよとにより，一方では，

行政サーヒスを通じて，住民の個人的消費の過程を社会的に結合し，他方では，

行政権力によって統制され，権力的行政の一部に転化した行政サービスを乙の

「ネ土会的]結合によって強化しようとする傾向をもっ。例えば，教育行政にお

いて，政府が公教育を住民田追加的負担を大規模に引きだすとし寸形式で実施

し，乙れによって，教育過程を住民の個々人にまか官ることなし児童や生徒

主社会的な場で集団的に教育するとともに，その教育行政において，教育内容

を一方的に統制し， 学校の建物〈行政手段〕や公務員としての教育を国家目的

にもとづいて管理するならば，住民は，国家H的に合致する 方的教育行政サ

ーピスを高価にうりつけられ，その代りに.彼らの家計と，家族の教育過程は

高度に，社会的に結合されるということになる。しかも，乙の社会的結合のに

ない手は，労働者と同水準の給与をうけとる教育公務員であるから，労働者の

生活における利害の一致という点で，住民の大多数と教育労働者の新しい形式

での結合が開始されれば，行政権力は，住民の社会的結合を準備したことによ

って行政目的に重大な障害を見出すことになる。行政権力が，その経済的基礎

をつよめ，中央集権的強1撃を発揮するにあたって，住民負担を拡大し，住民を

社会的に結合する， という手段をとらざるをえない，ということは，行政権力

の資本主義社会における運命を実は暗示しているのである。なぜならば，資本

主義社会における行政権力は，もともと，そのすぐれた経済的集中力によって，

行政権力が一部の多額納税者によって買いとられる， という形式をとって発生

Lてきた。と ζ ろが，資本主義社会で経、併力を維持しようと思うものは，生度

の社会的性格を発展させ，労働者を社会的に結合することなしには，その経済

力主維持できない。労働者階級をつくりだし，彼らを社会的に結合することは，

資本家階級にとっては，マルクスの指摘するように「墓掘人」をみずから生み

だす過程であった。労働者陪級はイギリスにおいて，団結の力を拡大して，社

会的結合の成果を自覚的なものにまで高め，普通選挙権の獲得.労働時間の短

縮，公教育の権利等々を獲得していった。これとともに，行政権力もまた，行



行政手段と公務労働 (181) 181 

政サービスの範囲を住民生活全般に拡大L.，行政権力の経済的，政治的強化の

ために住民生活の社会的結合をほからざるをえなくなったのである。公衆から

動員した公金を行政権力がその資本主義的目的のために活用しようとすればす

るほど，租税を最新の技術で装備された行政手段と公務労働者の給与に転化し，

それによって住民を社会的に結合せざるをえないという問題は，住民と公務労

働者の新しい結合の関係をかならず生みおとさざるをえず，それによって，資

本主義的行政目的は重大な困難に直面せざるをえなくなるのである。出資金や

補助金としてり租税の運用は，この過程を極限にまでおしすすめざるをえない

必然性をそのうちに秘めてし、るのであってつぎにこの点に立ち入らねばならな

L 、。

IV 生存競争組織化のメカニズム

他会計への繰入れや政府特妹法人への出資は，財政支出が形式のよでは「独

立採算的な企業的色彩」をつよめ 1業績のあがった部門には更により多〈の

資金を配分し，業績のあがらない部門は，整理，縮少して，再編成する」とい

う「民間の経営体的な」資金の運用を一定程度は可能にする。しかし，同時に，

行政権力は，民間資本ではないので，採算制のとぼしいことは自明の前提であ

る。このことは，政府部門における「採算性」が，場合によれば，民間部門以

上に急速な「技術進歩の導入J 1住民生活の社会的結合」をつよめ，それによ

って単位当り費用の節約を必要としつつ， しかも，民間資本のカノく できない，

細分化された行政サーピλ の分野に進出せざるをえず行政の細分化はさけがた

く，単費当り費用の節約はきわめて困難である，という矛盾をも反映している。

よれらの事情は，従来の財政支出論にはかならずしも明瞭にはあらわれなか

った二つの新しい問題を提起することになった。すなわち，

第ーは，政府の各行政機関，省，庁，府，さらにはその内部の機関において

資金の効率的利用の実績にもとついて政府部門内部における部局閣の競争がは

じまり，そかによって行政の効率化=1合理化」が促進されるという問題であり，
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第二は，独立採算的に運用される財政支出は， 第5表連邦政府債務の動向

すでにみたようにより多〈の追加的住民負担を

必要ょするにとどまらず，追加的な出資金を必

要とする，ということである。

形式からみれば，民間の経営体的な運用をし

ていながら，実質は，行政権力としての機能を

はたすという矛盾は，より多額の追加的出資と

いう形式に上勺てはじめてカハーされてゆくけ

れども.このことは，一般会計における追加的

課税=大衆課税化だけではなし公的債務の膨

(1960-1970年)(10億ドル〕

1900 1.3 u 
1910 1.1 3.1 

1920 24.3 15.9 

193日 16.2 19.2 

1940 43.0 11.5 

1950 257.4 14.5 

196日 286.3 11.9 

1970 370.9 

(出所). si皆atisticaZAhstract o}‘ 

脹をもともなわざるをえない。〈第5表〕と ζ ろ the U. S.， 1町2.p. 397 

が，民間資本の借入は，民間よりも低い金利による資金の運用を原則とする政

府の事業部門において，高ト金利をつけて返済を要する資金を利用するために

予算上公債利子の負担が累積するのみならず，すでに述べたところの「行政権

力による資金の動員機構」を「金融資本の資金動員機構」と合体することによ

って，生産と住民生活の社会的結合を一段とつよめつつ，しかも，金融資本の

，利潤目的に国家目的を一致きせようとする傾向をつよめる。このことは，前節

でのベたように，行政権力にとっての困難を準備せざるをえないであろう。金

融資本が，政府に対する支配ブJを行使して，職業選択の自由を「公務員の転職

り H由」に転化し，大企業と官庁の人的結合と交流を開始すれば，この傾向は

いっそうつよめられる。

このような条件のもとで，公務員の業績評価の基準は iよりすくない人数

で，あたえられた出資額を運用しつつ最大の行政効果をあげ，かつ，追加的住

民負担分を支配しうるか ?Jにかかわらざる世えなくなる。経常者的「手腕」

が公務員に期待され，しかも，この手腕は，住民への行政サーピス給付と，追

加的負担の拡大の双方にかかわるものとなる。

公務員相互の競争の激化が，政府の「経営体的」運営によ!ってもたらされ，
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かつ，公務員の業績評価基準が，行政権力によるサーヒ'ス給付とその代価の獲

得，という点におかれるとすれば住民は，行政のめざす社会秩序をつくりあげ

るためにしばしば大衆課税を負担せしめられて生計を比迫され， これ巴よって

「生存のために」より多くはたらき，競争を余議なくされるだけ Cはない。政

府の行政目的が，金融資本のそれと合致してくるならば，それは，住民を剰余

価値の生産自ための単なる手段とみなし，剰余価値生産能カ以外の大間的能力

の進歩を単なる「濫用」とみなすための「行政」を要求し，生存のためにたえ

ず相互に競争し，雇用機会に対してたえず供給過剰の状態にある相対的過剰人

口として生存のための競争にさらされている人聞をつくりだオような「行政」

を要求してくる。

一方でほ，租税，公信用，そして，インフレ」ショ Yが，住民家計と住民生

担を支配し，かつ社会的に結合し，他方では，租税の行政手段への転化が産業

再編成，技術進歩，交通運輸，生産基盤等々の編成替えを通じて相対的過剰人

口を創出する過程を大量の公務員がになってゆく。

現代資本主義における行政権力が，軍事支出，公共投資，人的能力開発支出

などを通じて住民を社会的に結合しながら住民を剰余価値の生産のにない手と

しての地位に限定してゆく過程は，住民の零細資金を動員しながら，実は，住

民の政治への参加を保障し，住民の全人格的な能力の発展を通じて政治のにな

い手としての自覚を育てるという方向ではなく，むLろ住民を政治から疎外し，

遠去けてゆく過程とならざるをえたい。それは，大衆的課税と負担，就業と生

活能刀獲得りための教育過程をふくむ訓練，適応能力の養成，忍耐力の錬成の

過程であるからである。金融資本と政府にとっては，したがって，この過程は

「公的資金の私的占有」または 公金の私消」としづ現象をよびおζすであろ

う。さらには，国家的独占の本質にもかかわヮて「公的資金の私的占有とその

合法化」という問題につきあたる。

一方では，採算にのる分野は私的独占が担当1-，他方では，採算にりりがた

い分野は，国家的独占が担当する，という形で，社会全体からみれば，私的独
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占と国家的独占の分業がおこなわれ，その境界線はたえず流動しながら，民間

と政府の双方の資金がからみあい，一種の「プーノレ」を形成するであろう。こ

のような枠組みの下での財政支出は I公金を私的，かつ合法的に占有しつつ

ある国家的独占が公金を狼立採算的に運用しつつ公務員を行政権力のにない手

としてより多くり住民の家計と生活に対する支配力を拡充し・コつある過程」と

してつかむことができる。

V 展望

以上のような傾向を基本的な前提 Fじながら，件民主たは納税者と財政支出

の関係をつかみなおしたばあい.住民の支払った租税は政府の「出資」活動を

通じて，民間資本とからみあった，住民に対立する一種の「資本」に転化きれ

る。この「資本」は行政手段と公務員を中軸に，軍事，公共投資，人的能力開

発支出などの形をとり，住民生活全体を支配する形式を通じて支出され，管理

される。この過程は，軍事支出を通ずる政府と大企業との癒着をすすめながら，

大規模な産業再編成を遂行し，また，公共投資を通ずる産業，金融，地域の再

編成を政府と民間の資金が一体となって遂行し，さらには，このような全国民

経済的な再編成に労働力の配置を適応させ，かつ教育，福祉等々の分野におけ

る事業活動を政府と民問。資金が一体となって発展させるための人的能力開発

支出がおこなわれる。

産業の再編成過程が政府と民間の資金のからみあいを頂点とした金融資本

の資本蓄積過程を表現しているとすれば，人的能)J関係支出は，資本蓄積り従

属変数としての労働力を，資本蓄積過程に適応させるとしづ目的をになわざる

をえない。

ところが，独占段階の資本主義にあっては，労働力を供給する農家や，家庭

における婦人や，大資本によって編成がえされる中小企業やの経営は，それら

の家計とともに，預貯金，保険，公共料金，租税，消費者信用，住宅信用等々

の無数の糸によって銀行，保険会社，抵当金融会社，国家的貯蓄銀行，国税庁，
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等々の民間と政府の金融，財政機構に結びつけられている。さらに公信用の

膨脹とイ Y プレーシ三ンは，貨幣価値の変動を通じて，預貯金のキャピタノレ・

ロλ をつねに引きおこし，経蛍ゃ家計における貨幣形態での財産保有をますま

す困難にしているから，イ γ プレーショ γによる貨幣所得の名目的上昇は，公

共十一ピスと引きかえに公共料金の形式で官民一体の事業主体〈民間資産を導入

した政府出資会社，または混合企業，第三セクター等々〕に殴い上げられる度合し、が

ますます大き〈なってゆ〈。

したがって，現代における経営仁家計は，単に営業と消費の場であるだけ

ではな〈て金融資本一一ζ れは.民間と政府の双方の資金を支配しているーー

のための資金源泉として重要な意味をもっに至っている。

金融資本は，一方では，資本蓄積の従属変数として，労働力を I流動化」さ

せるために，彼らの貨幣形態における財産の蓄積を困難におとし入れるととも

に，他方では，流動化された労働力をより多〈の零細資金の提供者として組織

することによって，資本蓄積の源泉を拡大してゆく。

一見逆説的にみえるけれども，産業再編成とインプレーシ gγによる労働者

の「生産手段および生活手段からの自由」がすすめばすすむほど，不慮の事故

に備える保険的支出はますます増大せざるをえないという必然性は，社会保険

制度の拡充と相まって，家計における「不慮の事故に備えるため白基金へり拠

出」の割合主高めさせる。生産保険会社と社会保

険基金などはこのために急膨脹をとげる。労働力

が流動化fればするほど，それだけますます零細

資金の動員が可能になるというこの法則性は，労

働力の流動{じを惹きおこす産業再編成のための資

金の動員が労働力の流動化そのものによって可能

になることを示している。

資本の蓄積の結果としての相対的過剰人口の創

出が，より大なる資本蓄積のための条件となる，

第6表合衆国における
生命保険動向

(100万ドル〉

年 価 額

1930 106，413 

1940 115，530 

1950 234，168 

1960 586，448 

1970 1，402，759 

(出所) Statistical Abstract 
of the: U. 丘， 1972， 

p. 459. 
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という有名な法則は，ここでは，過剰人口の創出そのものが，より新た仕資金

動員の源泉を開発し，ここでも資本蓄積のための条件が生みだされるという法

則性によっ ζ補足される。

このように，現代資本主義における財政問題り核心をな F国家独占資本主義

下の資本蓄積法則は，

一方における産業再

編成と，他方におけ

る労働力の流動化を

ともなうのであるが，

ζの両過程は，国家

独占資本主義におけ

る官僚制度によって

になわれており，軍

事調達，公共施設の

建設，運営，管理，

労働力に対する管理

の業務が彼らによっ

て遂行されている。

(第7・8表〕

政府部門における

「効率!CJの要求は，

現代における財政危

機の不可避的な産物

であるが， この要求

は，先にのべた「財

政における費用効

果分析」の導入と政

第 7表政府雇用の機能別分類
(1971年) (千人〉

|合計|連邦市| 州 |地方

国訪及び国際関係 1，165 1，165 

郵 !便 716 716 

教 育 5，501 ， 2日 1，223 4，258 

うち教員 3，042 375 2，667 

道 路 613 5 296 312 

保健・病院 1，231 206 509 517 

警 察 557 33 60 464 

消 防 272 272 

衛生・下水道 197 197 

公園・よ/クリエーショ γ 164 164 

自然資源 417 229 155 34 

財務管理 344 101 95 148 

その他 2，144 403 494 1，245 

l口L 言十 I 13，316 I 2，872 I 2，832 I 7， 

* シピリァγ

〈出所) u. S. BU1-eaU o[ tl碍 Census，Statistical Abstァ'actof 
the U. S.， 1972， p. 430. 

第 8表政府雇用目動向

1 9 5 0 

1 9 6 0 

1 9 6' 5 

1 9 7 0 

4降 、ノピリァγ

O950-1970年) (千人〉

|合計!連邦'1州|地方

3，228 

4，860 

5，973 
7，392 

(出所') U. S. Bureau of， the Census， SI臼 t叫 icalAbstract of 
the U.丘， 1972，
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府の物資調達計画における一定のコスト・ダウ γの要求，さらには，行政能率

の向上，公務員の人員整理と行政手段としてのコンビューター，運輸，通信，

情報集中のための手段の導入をよびお乙す。

政府部門における行政手段のすべてに「価格」がつけられてくると，軍需物

資の調達にあたって典型的にみられるように，軍事費の節約は，一方では兵器

価格のコスト・タウ Y要求を通じて兵器を製造する大企業の側での合理化，再

編成を刺激し，他方では，公務員の削減，行政組織の整理正統合，機械化され

た行政手段の導入をともなう。

さらに，軍事費増大の圧力が.公共投資や人的能力開発支出の相対的縮小と，

これらの部門におけるより一層の舟率化を要求するとするならば，いわゆる民

生サーピスにおけるより少数の公務員によるますます多数の住民に対する管理

体制が交通，運輸，情報等々の集中とともに進行するであろう。

国家独占資本主義の資本蓄積過程をになう公務員の動向は，このようにして，

彼らが，物的な行政手段を操作し，記帳と統制，統計処理と照合，行政基準の

作成と適用に従事するものという性格をますますつよめてゆくことを示してい

る。しかも，彼らは，冒頭にのべたように，予算制度の改革と政府資金の「出

資金」としての運用によって，省ごとに，また，部局別に「業讃」によって評

価され，相互に競争させられる存在であり，住民と納税者に対しては，よりす

くない人数で多くの仕事をおこなう必要がある，という形で対立させられ，さ

らに，民間部門の従業員とは，作業能率の点でたえず比較され，競争させられ

る。公務員が，これらの競争庄カのなかで，住民に対しては，産業再編成の従

属変数として，また，税源や零細貯蓄の源泉として彼らをとりあっかい，とく

に公共投資の財源を拡充し，そのことによって，住民自体が，相互に新しい職

を求め，より高い賃金を求め，住宅を求め，教育を求めて雪びしい生存競争に

さらされてゆ〈こと，これらが，元来は，資本の採算にのらないはずの政府部

門を企業的に運営し，管理し，あたかも資本相互の競争を組織するかのようね，

費用，効果分析を導入した必然的な結果なのであった。
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本稿の基本的テーマ，すなわち，競争組織化の財政理論は，政府部門のなか

にもち込まれた効率化と競争の移植，あるいは政府の資金をあたかも民間資金

のように管理させることが，国家独占資本主義における資本蓄積過程にとって

どのような意味をもつかを分析することであった。

その結論は端的にいえば，公務員相互の競争の組織化を通じて，産業，金融，

地域における再編成を主導Lつつ，そのスピードを早め，労働力のより一層の

流動化と零細資企の動員をつよめて，住民とくにその中心である労働者相互の

生存のための競争を激化する傾向があるということであった。

この過程が，生産手段と行政手段の相互の関係，住民と公務労働者の将来に

とって何を意味するかは，すでに「からみあい」と「社会的結合j について述

べたところから推察可能であろう。国家的独占と私的独占のからみあいの発展

は，交通手段においてとくに典型的にみられるように生産の手段を行政の手段

に転化させ，それによって，行政権力の強化が，生産の社会性の発展，技術水

準の高い生産力を行政権力に移植することを通じてはじめて可能であることを

示した。軍事的な行政手段においても乙れは同様である。この結果，行政権力

を社会的に結合された住民が統制しうる基盤はますます拡充されていった。住

民と公務労働者についても同様である。公務労働者が行政能率を高めるために

は，住民家計と住民生活を社会的に結合せざるをえなかったことは，行政-lj--

lピスの内容，さらには，大衆的に支出される零細資金について彼らみずからが，

公金の私的占有をやめさせ，自分たちり資金を自分たちで使用するという問題

に関する人々の自覚をかならずつよめずにはおかず，住民と公務労働者がそり

生活水準において相互に近づけば近づくほど， ζの傾向はつよめられるであろ

つ。

そして，この展望こそが，現代財政支出論の最終の結論なのである Q


